
さいたま市既存建築物耐震補強等助成事業要綱の取扱い（抄） 

（趣旨） 

第１条 この取扱いは、さいたま市既存建築物耐震補強等助成事業要綱（平成１９年さいたま市告示第３

３０号。以下「要綱」という。）に基づく助成金の交付について、必要な事項を定めるものとする。 

（耐震診断等） 

第２条 [略]  

（助成の対象となる建築物） 

第３条 [略]  

（建設業の許可） 

第４条 要綱第２４条第１項に規定する建設業の許可における建設工事の種類は、建設業法（昭和２４年

法律第１００号）別表第１における建築工事業とする。 

２ 要綱第２４条第３項に規定する当該耐震補強工事の検査を行い得ると市長が認めた者は、次の各号の

いずれかの要件を満たす者とする。 

⑴ 木造の戸建て住宅の場合は、診断資格者であること。 

⑵ 建築士法第２３条の規定により登録を受けた建築士事務所に属する建築士であること。（木造の

戸建て住宅を除く） 

（耐震診断報告書） 

第５条 要綱第１０条第１項第１号の耐震診断等報告書（木造戸建て住宅のものに限る。）は、次の各号

のいずれかに掲げるものとする。 

⑴ 耐震診断報告書（様式第１号） 

⑵ 耐震診断の経過及び結果が記載された書類に、次の書類等を添付したもの 

  ア 地盤及び基礎の状況、建築物の改修の履歴及び耐震診断の結果に基づく診断資格者の所見 

  イ 付近見取り図 

  ウ 各階平面図 

  エ 現地調査の状況写真（外部写真、内部写真及び接合部写真） 

  オ 耐震補強案 

（交付申請等の添付書類） 

第６条 要綱第７条第１項第７号、第１７条第１項第２号、第２７条第１項第３号及び第３８条第１項第

４号の所有者の合意があることを証する書類は、様式第２号によるものとする。 

２ 要綱第７条に規定する耐震診断（戸建て住宅を除く。）、要綱第２７条に規定する耐震補強工事及び



要綱第３４条に規定する建替え工事に係る助成金交付申請においては、助成金額の算定書（様式第３号

）を添付するものとする。 

３ 要綱第２７条第１項第１号の耐震補強工事費内訳書は、様式第４号によるものとする。ただし、耐震

補強設計に基づく見積書等で、様式第４号と同等以上の積算を行ってあり、かつ、耐震補強工事に要す

る費用とそれ以外の費用の内訳が明確に区分されているものを添付する場合はこの限りでない。 

４ 耐震補強工事に係る助成金の交付の内容の変更のうち、軽微な変更で、助成金の額に変更が生じない

ものについては、耐震補強設計変更報告書（様式第５号）を作成し、要綱第３１条に規定する耐震補強

工事の実績報告に併せて報告しなければならない。 

５ 助成対象建築物に建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条例（以下「建築基準法令」という。）

に適合しない部分がある場合、助成対象建築物を建築基準法令に適合させる計画を作成し、要綱第２０

条に規定する耐震補強設計の実績報告に併せて報告しなければならない。 

６ 前項の場合にあって、助成対象建築物を建築基準法令に適合させた場合、その旨を要綱第３１条に規

定する耐震補強工事の実績報告に併せて報告しなければならない。 

７ 要綱第３１条第１項第４号に定める工事検査状況報告書は様式第７号によるものとする。 

（診断資格者の登録資格） 

第７条 要綱第４条第 1 号に規定する診断資格者として登録を受けることができる者は、次に掲げる要件

を満たす者とする。 

⑴ 建築士法第２条第１項に規定する一級建築士、二級建築士又は木造建築士の資格を有する者 

⑵ 建築士法第２３条第１項に規定する建築士事務所に所属する者 

⑶ さいたま市、地方公共団体若しくは一般財団法人日本建築防災協会が主催する木造住宅の耐震診

断の講習会（一般財団法人日本建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める診

断法に準拠したものに限る。）を受講している者又は耐震診断の実績が充分ある者 

（診断資格者の登録） 

第８条 前条の登録を受けようとする者は、さいたま市既存建築物耐震診断資格者名簿登録申請書（様式

第６号）に次の書類を添付して、市長へ提出しなければならない。 

⑴ 前条⑴から⑶に該当することを証する書類 

⑵ 建築士事務所登録申請書及び通知書の写し 

２ 市長は、前項の申請があったときは、同項各号に掲げる書類を確認し、当該申請者が診断資格者とし

て適当であると認めたときは、当該申請者をさいたま市既存建築物耐震診断資格者名簿（以下「資格者

名簿」という。）に登録するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による登録をしたときは、当該診断資格者に対し、さいたま市既存建築物耐震診

断資格者登録通知書により通知するものとする。 

４ 資格者名簿に登録を受けた診断資格者の所属する建築士事務所の開設者が当該建築士事務所の名称、



所在地及び電話番号を公開することの承諾（以下「公開の承諾」という。）をしたものについて、市長

はその内容を公表するものとする。 

５ 公開の承諾は第１項の申請に併せ、様式第６号により行うものとする。 

（変更の届出） 

第９条 診断資格者として登録を受けた者は、当該登録に係る申請書の記載事項（ただし、業務実施年月

数及び業務実績件数は除く。）に変更が生じたとき、さいたま市既存建築物耐震診断資格者名簿登録申

請書（様式第６号）により、速やかに市長に届け出なければならない。 

（診断資格者の業務等） 

第１０条 診断資格者は、助成対象建築物の耐震診断を要綱及び建築士法その他関係法令に基づいて誠実

に行わなければならない。 

２ 診断資格者は、助成対象建築物の耐震診断を行ったとき、第５条に規定する耐震診断等報告書を作成

し、これを耐震診断助成対象者に提出し、その内容を説明しなければならない。 

３ 診断資格者は、耐震診断助成対象者に対し、不当に耐震補強に係る設計又は工事の勧誘をしてはなら

ない。 

４ 診断資格者は、耐震診断の実施により知り得た耐震診断助成対象者及び助成対象建築物の情報を、本

助成事業以外の目的に使用し、又は第三者に提供してはならない。 

５ 診断資格者は、耐震診断について必要な知識及び技能の維持向上に努めなければならない。 

６ 第８条第４項の公開の承諾をすることで公表された建築士事務所は、市民から耐震診断又は耐震補強

設計の依頼があった場合、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。 

（登録の抹消） 

第１１条 市長は、診断資格者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該診断資格者の登録を抹消す

ることができる。 

⑴ 登録の辞退の申し出があったとき。 

⑵ 登録の有効期間が満了したとき。 

⑶ 前条第１項から第４項までの規定に反する行為その他診断資格者の業務に関して著しく不当な行為

をしたと認められるとき。 

⑷ 第７条の規定に該当しなくなったとき。 

２ 市長は、診断資格者の登録を抹消したときは、当該診断資格者に対し、その旨を通知するものとする。 

３ 市長は、診断資格者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該診断資格者が所属する建築士事務

所の公表を取止めることができる。 

⑴ 第１項により建築士事務所に所属する診断資格者が登録を抹消されるとき。 

⑵ 公表の辞退の申し出があったとき。 



⑶ 前条第１項から第６項までの規定に反する行為その他診断資格者の業務に関して著しく不当な行

為をしたと認められるとき。 

（全体設計承認） 

第１２条 [略] 

（対象範囲） 

第１３条 [略] 

（震災等） 

第１４条 [略]  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この取扱いは、平成１９年４月２日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この取扱いは、平成２０年４月２日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この取扱いは、平成２０年６月２７日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この取扱いは、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この取扱いは、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この取扱いは、平成２３年１０月１日から施行する。 

    附 則 

 （施行期日） 

１ この取扱いは、平成２４年４月１日から施行する。 

 附 則 

 （施行期日） 



１ この取扱いは、平成２５年１１月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この取扱いは、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この取扱いは、平成２８年６月２７日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この取扱いは、平成２９年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

１ この取扱いは、令和元年１２月２４日から施行する。 

（施行期日） 

１ この取扱いは、令和２年４月１日から施行する。 


